別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：消防指導費
	事業名:消防団員確保キャンペーン事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　知事直轄　危機管理部門　消防課　消防担当　電話番号：058-272-1111（内2471）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11193@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：5,000千円（前年度予算額：5,000千円）

	事業内容


	１　事業の内容


①　事業目的・事業効果 

人口減少社会を迎え、消防団員の確保に苦慮する地域が増加する中、自治組織や消防団における団員勧誘の実効性を上げるため、引き続き、市町村と連携協力して「消防団員確保キャンペーン」に取り組む。
また、市町村間の情報共有や課題検討の場として、「圏域別消防団員確保対策協議会」の開催を継続する。
②　事業内容及び金額

　・映画「ふるさとがえり」上映会の開催

５圏域で、地域のつながりの大切さをテーマに、消防団も題材とした恵那市民参加型映画「ふるさとがえり」の上映会を開催する。県民や自治会関係者、団員（家族を含む）に団員の魅力と確保の必要性をＰＲする。

　・「消防団出前講座」の開催

県内１０か所の大学・専門学校等で、これから社会人となる大学生・専門学校生向けの出前講座を開催し、団員の魅力と確保の必要性をＰＲする。
　・「バス・鉄道・コンビニ広告」の実施
国の消防団員入団促進キャンペーン（１～３月）にあわせ、市町村で入団勧誘が行われる時期に、県内を走る路線バス及び鉄道にて消防団入団を呼びかける広告を施し、「動く広告」として、広く県民への啓発を行う。あわせて、県と締結しているコンビニ各社の包括協定に基づき、コンビニでの広告も行う。
　・「圏域別消防団員確保対策協議会」の開催　　　
県、市町村が連携して団員確保策に取り組むにあたり、市町村の取組を支援するため、日頃から地域の消防団・消防本部とつながりの深い振興局主催により、５圏域で「消防団員確保対策協議会」を開催（年１回）し、消防団員キャンペーンなどで、それぞれの地域の実情に応じた連携啓発策等について情報交換及び協議・調整をする。
	２　所要経費


・映画「ふるさとがえり」上映会の開催　　　 1,960千円
・「消防団出前講座」の開催　　　　　　　　 　842千円
・「バス・鉄道・コンビニ広告」の実施  　　 1,158千円
・「圏域別消防団員確保対策協議会」の開催　 1,040千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

６　社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

　・いざというときの担い手を確保する
  ・地域では実施できない支援を推進する
	２　これまでの取組状況


「圏域別消防団員確保対策協議会」の開催を年２回開催し、各市町村で抱えている課題や実施している活性化策を共有した。
　あわせて、平成２３年１月から３月に消防団員確保キャンペーンを次のとおり実施している。
　・バス、鉄道、コンビニ広告

　・大学生・高校生向け、事業主向け消防団ＰＲパンフレットの作成・配布

　　　※今後の消防団員となりうる大学生・高校生向けの消防団ＰＲパンフレットを作

成し、県内大学・短大・高校に配布した。
※県内消防団員の約８割がサラリーマンであることから、事業主向けの消防団Ｐ

Ｒパンフレットを作成し、業界団体に配布した。
	３　これまでの取組に対する評価


大規模災害の発生に備え、地域密着性、要員動員力及び即時対応力の面で優れた組織である消防団を確保することは、地域防災力向上・維持の観点から不可欠であり、県内市町村と連携して、幅広く県民や事業主にＰＲすることができた。
　また、「圏域別消防団員確保対策協議会」の開催を通じて、各市町村で抱えている課題や実施している活性化策を共有することで今後の消防団員確保対策に活かすと共に、平成２３年１月から３月に行う消防団員確保キャンペーンにおいても協力して普及啓発を行っている。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	5,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,000

	要求額
	5,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,000

	決定額
	5,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,000


